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「同和対策審議会答申」（国、昭和40年） 

  

 前  文 

  …（略）…いうまでもなく同和問題は人類普遍の原理である人間の自由と平等に関す

る問題であり、日本国憲法によって保障された基本的人権にかかわる課題である。したが

って、審議会はこれを未解決に放置することは断じて許されないことであり、その早急な

解決こそ国の責務であり、同時に国民的課題であるとの認識に立って対策の探求に努力し

た。…（略）… 

  政府においては、本答申の報告を尊重し、有効適切な施策を実施して、問題を抜本的

に解決し、はずべき社会悪を払拭して、あるべからざる差別の長き歴史の終止符が一日も

速やかに実現されるよう万全の処置をとられることを要望し期待するものである。    

 

第１部 同和問題の認識 

１ 同和問題の本質 

  いわゆる同和問題とは、日本社会の歴史的発展の過程において形成された身分階層構

造に基づく差別により、日本国民の一部の集団が経済的・社会的・文化的に低位の状態に

おかれ、現代社会においても、なおいちじるしく基本的人権を侵害され、とくに、近代社

会の原理として何人にも保障されている市民的権利と自由を完全に保障されていないと

いう、もっとも深刻にして重大な社会問題である。………（略）……… 

  世間の一部の人々は、同和問題は過去の問題であって今日の民主化、近代化が進んだ

わが国においてはもはや問題は存在しないと考えている。けれども、この問題の存在は、

主観をこえた客観的事実に基づくものである。 

  同和問題もまた、すべての社会事象がそうであるように、人間社会の歴史的発展の一

定の段階において発生し、成長し、消滅する歴史的現象に他ならない。 

  したがって、いかなる時代がこようと、どのように社会が変化しようと、同和問題が

解決することは永久にありえないと考えるのは妥当ではない。また、「寝た子をおこすな」

式の考えで、同和問題はこのまま放置しておけば社会進化にともないいつとはなく解消す

ると主張することにも同意できない。 

  実に部落差別は、半封建的な身分差別であり、わが国の社会に潜在的または顕在的に

現存し、多種多様の形態で発現する。それを分類すれば、心理的差別と実態的差別にこれ

を分けることができる。 

  心理的差別とは、人々の観念や意識のうちに潜在する差別であるが、それは言語や文

字や行為を媒体として顕在化する。…（略）…実態的差別とは、同和地区住民の生活実体

に具現されている差別のことである。…（略）… 

  このような心理的差別と実態的差別とは相互に因果関係を保ち相互に作用しあってい

る。すなわち、心理的差別が原因となって実態的差別をつくり、反面では実態的差別が原

因となって心理的差別を助長するという具合である。そして、この相関関係が差別を再生

産する悪循環をくりかえすわけである。 

  すなわち、近代社会における部落差別とは、ひとくちにいえば、市民的権利、自由の

侵害にほかならない。市民的権利、自由とは、職業選択の自由、教育の機会均等を保障さ

れる権利、居住及び移転の自由、結婚の自由などであり、これらの権利と自由が同和地区

住民に対しては完全に保障されていないことが差別なのである。これらの市民的権利と自

由のうち、職業選択の自由、すなわち就職の機会均等が完全に保障されていないことがと

くに重要である。…（略）… 

  以上の解明によって、部落差別は単なる観念の亡霊ではなく現実の社会に実在するこ

とが理解されるであろう。いかなる同和対策も、以上のような問題の認識に立脚しないか

ぎり、同和問題の根本的解決を実現することはもちろん、個々の行政施策の部分的効果を
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十分にあげることも期待しがたいであろう。…（略）… 

  

２ 同和問題の概観 

 

第２部 同和対策の経過                  

１ 部落改善と同和対策 

２ 解放運動と融和対策 

３ 現在の同和対策とその評価 

 

第３部 同和対策の具体案 

  これまでの同和対策は、明治維新の際の太政官布告を拠りどころとするものであって、

それはそれなりに無視することのできない意義をもっていた。けれども現時点における同

和対策は、日本国憲法に基づいて行われるものであって、より積極的な意義を持つもので

ある。その点では同和行政は、基本的には国の責任において当然行うべき行政であって、

過渡的な特殊行政でもなければ、行政外の行政でもない。部落差別が現存するかぎりこの

行政は積極的に推進されなければならない。 

  したがって同和行政は、生活環境の改善、社会福祉の充実、産業職業の安定、教育文

化の向上及び基本的人権の擁護等を内容とする総合対策でなければならないのである。 

  以上の諸施策は、各々その分野において強力に推進されなければならないが、同時に、

総合対策として統一的に把握され、有機的かつ計画的に実施されなければならない。 

  なお、この際とくに次の諸点に留意する必要が認められる。 

① 社会的、経済的、文化的に同和地区に生活水準の向上をはかり、一般地区との格差を

なくすことが必要である。このためには、生活環境の改善、社会福祉の充実、産業職

業の安定、教育文化の向上等の諸施策を積極的かつ強力に実施されなければならない。

なおこの場合、地区住民の自覚をうながし、自立意識を高めることが強く要請される。 

② 地区住民に対する差別的偏見を根絶することが必要である。このためには、学校教育、

社会教育を通じて同和教育の徹底をはかるとともに、人権擁護活動を活発に展開しな

ければならない。なおこの場合、部落差別は古い因習や迷信と無関係でありえない。

したがって、戸のような弊風を温存する非合理性の強い、おくれた地域社会の体質を

改善し、その近代化をはかるためにも適切な対策を講ずることがきわめて大切である。 

③ 同和問題を社会開発及び経済開発の中に正しく位置付け、前進する日本の政治体制の

中でその解決をはかることが必要である。たとえば多年の懸案である生活環境の改善

や就職の機会均等などの諸施策は、このような現在の前向きの姿勢の中で積極的に推

進されなければならない。 

 

１ 環境改善に関する対策                                            

２ 社会福祉に関する対策                                            

３ 産業職業に関する対策                                             

４ 教育問題に関する対策                                            

５ 人権問題に関する対策 

結  語 

同和行政の方向             

   （引用文中の下線は脇田による） 

                                      


